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6.おわりに

1. はじめに

ガット・ウルグアイ・ラウンド農業交渉では，各国の思惑は多々あったにせ

よ，それまでの農業政策が市場に与えてきた歪曲効果を是正するという方向で

議論が進められ，合意に達した。

わが国においても，従来から自主流通米の価格形成をはじめとして市場メカ

ニズムを生かした形での政策誘導が行われてきた。それにもかかわらず，ウル

グアイ・ラウンド農業合意が，多くの農業関係者に対して，未知の領域に足を

踏み入れるかのような不安を与えたことは否定できない。その影響を緩和する

ため，総額6兆円にのぼる関連対策が実施されているし，そもそも協定文書に

おいても，米のミニマムアクセスが認められたことや比較的高い関税障壁の設

定，セイフガードの発動等によって，当面の圏内農業への影響は最小限にくい

止められるよう手当てされている。
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とはいえ，新食糧法の制定等最近の農業政策においては，ウルグアイ・ラウ

ンド農業合意で示されたような市場メカニズムを生かした政策への一層の転換

という方向性が明確に表われてきている。こうした方向が一層推し進められて，

わが国においても，現行の行政価格等による価格安定制度が縮小ないしは廃止

され，農産物の価格形成が市場の主体性にゆだねられることとなった場合には，

どのようなことが起こるだろうか。

当然のことながら，価格は市場の需給動向を反映して，価格安定制度が存在

する場合よりも大きく変動するであろう。このとき，生産者側からみると，た

とえどんなに価格が変動したとしても， トータルとしての収入なり所得が確保

されるならば問題は少ない。通常，生産量と価格の聞には負の相闘があり，た

とえば，輸入のない状況では，消費サイドの需要の価格弾力性を 1とすれば，

生産者には収入の変動は生じない。

しかしながら，農産物市場の国際化が国境措置の削減と並行して進展してい

くにつれて，圏内市場価格は国際価格と連動するようになり，国内生産量と圏

内市場価格の相関関係は希薄になるo このため，わが国の農業者は，国際価格

の乱高下による収入変動，特に低生産かつ低価格という従来の国境措置の下で

は経験したことがないような農業収入の低下リスクに直面することになろう。

さらに，国際的に十分な供給能力が存在している中では，圏内生産が減少し

た場合には輸入が増加し圏内市場価格の上昇が抑えられる一方(1)圏内生産が

増加した場合には取引契約の硬直性等から必ずしもそれに見合って輸入が減少

せずに圏内市場価格が下落することから(2 )トータルでみると農業収入の低下

リスクが大きくなる可能性も考えられる。

いずれにしても，わが国においては，農産物の先物市場が十分に発達してい

ないこともあり，農業者は価格の低下とそれに伴う農業収入の低下リスクを十

分には回避できないであろう。

収入リスクをもたらす農業生産の不確実性は，環境的不確実性(environmen-

tal uncertainty) と呼ばれる経済外の要因である自然的条件により生ずるもの

である。不確実性をより小さくするための政策は，当該部門への資源移動をも



くノート〉 農業収入保険制度への接近 75 

たらすことから生産刺激的とならざるを得ないが，たとえそうであったとして

も特定作物の生産の増加を意図しないものであれば，市場を歪曲する効果は小

さいであろう。このようなことから，作物保険や収入保険のような保険制度に

ついては，一定の要件を付されつつも，当面は緑の政策としてウルグアイ・ラ

ウンド農業合意でも認められたものと考えられるo

わが国において，農業収入の低下リスクが問題となるかどうかは，今後の国

境措置を含めた価格政策のあり方次第である。とはいえ，ウルグPアイ・ラウン

ド農業合意の方向に即して，削減対象の「黄jの政策に該当する価格政策を縮

減し市場指向型の直接支払い (directpayment)へ切り替えていくという流れ

が各国で本格化し，そのような流れは抗しがたいものとなっている。価格政策

を縮減していく場合には，当然価格変動が生産者に与える影響を緩和するため

の政策の検討が必要となるが，その受け皿は削減対象外の「緑」の政策の中か

ら選択される必要があろう。収入保険制度は， I婦」の政策に分類されているこ

ともあるし，その経済的効果からみても，選択肢のーっとなりうるものである

と考えられる。

カナダでは， 1989年からの農業政策レビューの下で， 91年 4月から GRIP

(Gross Revenue Insurance Plan)という既存の所得保証制度に代わる収入保険

制度が実施されてきており， 96年3月末で 5年が経過した。現在， GRIPの見

直しが行われており，ここし 2年のうちで一部の州を除き GRIPの実施は打

ち切られ，連邦の包括的な制度としては存続しなくなる見込みである (3)。

GRIPが後述のような理由により創設後 5， 6年間あまりで打ち切られる制

度であるとしても，その制度の設計，実施状況等を検討することにより，わが

国において収入保険制度の導入の適否を検討する場合の格好の素材が得られる

ものと思われる。

GRIPの概要については，これまでわが国では牛草 (16)や森田 (10)等によ

り一部の州で実施されている方式が紹介されているが，カナ夕、各州、|で実施され

ている GRIPの様々な方式について包括的な説明が行われている文献は見当

たらない。
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本稿では，まず，収入保険について一般的に論じられてきている経済的効果

を整理する。そして，カナダ各州で実施されてきた GRIPを四つの方式に分類

し，それぞれの方式について経済的な評価を試みる。さらに，まとめとして，

わが国において収入保険制度の導入を検討する際の素材として GRIPが提起

した諸問題について考察する。

注(1) 世界的な不作や在庫水準の低下が生ずる場合はこの限りでない。

(2) 輸入業者が，継続的な取引関係を維持するため，あるいは年間契約が締結されてい

るため，弾力的に輸入量を減少させることができないようなケースを想定している。

(3) 本稿における GRIPに関する記述は， 1996年 3月末までに入手できた資料および情

報に基づいている。

農業収入の変動の要因

には，収量の変動と価格

の変動の二つの要因があ

る。

第 1表に示すとおり，

このうち収量の変動によ

る収入の減少を保証する

ものは作物保険 (Crop

Insurance)であり，価格

の変動による収入の減少

を保証するものは価格保

険である。そして，収量

の変動と価格の変動の二

つの要因による収入の変

動を保証する制度が収入

2.収入保険の経済的効果

第 1表農業保険の分類

収量の変動

保 証 保 証

対 象 対 象 外

価 保 証 収 入 価 格

格
対 象 保 険 保 険

の

¥ 
変

保 証 作 物

動
対象外 保 険



くノー卜〉 農業収入保険制度への接近 77 

保険である。

したがって，収入保険とは， Iある作物に関して，あるいは全作物を通じて，

収量の減少または価格の低下が生ずる場合に，当該生産者の年間農業収入が一

定水準(過去何カ年かの平均収入あるいは期待収入の一定割合)を下回らない

ことを保証する保険jであると定義されよう。

収入保険制度は，一義的には，農業者にとっての年度ごとの農業収入の変動

を抑制し安定させることによって農業収入に関する不確実性を除去することを

目的とする制度である。したがって，農業収入を市場価格の動向と乗離した高

い水準の価格に基づき保証するための制度として仕組まれるべきものではない。

農業収入に関する不確実性を除去するための保険制度に収入支持という要素を

持ち込むことは，収入保険の経済的コストを著しく高めることとなる。また，

収入保険の対象となる作物の生産活動が全くのリスクフリーとなるような高水

準の保護を与える制度として仕組まれるべきでもない。あくまで，正常な範囲

の変動を超える収入の変動に対し保証を提供するものとして仕組まれるべきで

ある。

以下では，収入保険制度が上述のような制度本来の目的を果たすように仕組

まれたとして，それがもたらす定性的な経済的効果を簡単に整理しておこう

)
 -( 

1 ) 生産量および価格への影響

農業者を危険回避的 (risk-averter)であると仮定すると，収入保険制度の導

入によって，制度の対象となる作物を生産することに伴う収入の不確実性，特

に低下リスクが減少するので，当該作物の生産は増加することになるであろう。

このとき，制度の対象作物について，生産の刺激の程度は同じではなく，リス

クが改善される程度が高い作物の生産が促進されることになろう。制度の対象

作物の生産活動への資源の投入が増加することにより，制度対象外の作物への

資源投入量が減少してその生産が減少することも考えられるが，農業以外の分

野からの資源の移動をも考慮すれば，収入保険の一般的な効果として，農産物

全体の生産水準は上昇することになろう。特に，収入保険制度の対象作物の範
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囲が広くなるほど適正な資源配分が図られることとなり，生産量は増加するで

あろう o

資源移動に伴う農業生産のパターンの変化が価格に与える影響としては，生

産が増加する作物の価格が低下し，減少する作物の価格が上昇することとなる

が，資源配分の効率化に伴い農産物全体の生産量が増加することを考えると，

農産物価格の水準は一般的には低下するものと推測される。ただし，収入保険

制度が価格安定制度の縮減とセットで導入されることを前提とすれば，価格自

体は不安定化することになる。

2 ) 農業者の収入・所得への影響

収入保険制度に加入した農業者にとって，生産量は増加するものの，一般的

に価格が低下しさらに保険料負担が生ずることから，農業収入が増加するとは

一概にはいえない。むしろ，農産物の需要の価格弾力性が小さいことやリスク

プレミアムとしての保険料負担のため，農業収入は低下する可能性が高いと考

えられる。しかしながら，収量の大幅な減少や価格の大幅な下落が生じた場合

には収入保険金が支払われるので，制度対象作物からの農業収入は一定水準以

下には低下しない。

これを収入から費用を号|いた所得ベースでみると，不確実性の除去に伴う生

産の効率性改善，適地適作等による適正な資源配分により，増加することも考

えられる。

農業者にとっては，作付け前に農業収入の最低水準が確定することにより，

資金の借入れ等のファイナンスが容易になるというメリットも生ずる。

3 ) 政府のコス卜

政府が収入保険制度を導入することに伴うコストは，収入保険の保証内容，

保険料率，保険料補助率，農業者の加入率等に依存する。当然，保証内容が充

実しているほど，保険料率および保険業↓補助率が高いほど，農業者の加入率が

高いほど(2 )財政上のコストは増加する。

価格安定制度のコストと比較すると，価格安定制度は基本的には消費者負担

であり (3)収入保険制度は政府および農業者の負担であるから，政府としての
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コストは収入保険制度の方が大きい。同じ財政負担による不足払い制度のコス

トと比較すると，保証価格水準が同じである場合，保険料率が適正に算定され

ていれば，両制度が社会的に負担すべきコストは変わらない。しかし，農業者

が保険料の一部を負担する分だけ政府の財政負担は小さくなる。

制度の運営コストは，損害評価をどのように行うかに大きく左右されるが，

収入保険金の支払いが個人ごとのデータに基づいて行われることを前提に考え

れば，価格安定制度に比べるとより大きな運営コストが必要となろう。特に，

5(1)2) でも述べるように，農業収入に関する情報の精度が保険料率や保険

金の額に直接反映されるとともに，保険金請求に関する不正の発生にも関係す

ることから，正確な情報の入手が運営コストを低く押さえる上で不可欠であるo

4) 消費者への影響

1 )で述べたように，一般的には，農産物の生産量が増加し価格が低下する

ことから，消費者余剰は増加するo ただし，価格安定制度の縮減により，それ

に要する経費は減少し消費者負担は減少するものの，価格変動に直面し，特に

価格高騰時には消費者余剰は大きく減少することとなる。また，収入保険制度

の運営に要する政府のコストは，当然納税者が負担することとなる。

注(1) 以下の記述は， Congressional Budget Office of the Congress of the United States 

[ 3 )や Turvey[l4)等を参考としており，筆者自身による厳密なモデル分析の結果

に基づくものではないことに留意されたい。

(2) 農業者の加入率が高くなれば，逆選択の問題が回避されることや保険料率に付加す

べき安全割増分を少なくできること等により，保険料率が低くなり財政負担が減少す

る可能性も考えられる。

(3) わが国の食糧管理制度においては，かつて政府買入価格と政府売渡価格の逆ぎやや

金利・倉敷料負担等のため，巨額の財政負担が投じられた。ここでは，価格は支持価

格に一本化され，かつ流通経費負担等は捨象したモデルの世界を考えている。



80 農業総合研究第 50巻第3号

3. GRIPの概要

(1) 導入までの経緯

1980年代に入ってアメリカと ECの農産物の輸出競争が激化し， 80年代後半

には国際穀物価格が下落し，低迷を続けた。輸出依存度が大きいカナダ農業に

とっては，このような国際価格の低下は大きな打撃となった。

このため，カナダでは，西部穀物安定法(WGSA: Western Grain Stabiliza-

tion Act)に基づく西部穀物安定制度 (WGSP: Western Grain Stabi1ization 

Program) ( 1 ) ，農業安定法 (ASA: Agricultural Stabi1ization Act)に基づく

不足払い制度(2)および全国三者安定計画 (NTSP:National Tripartite Sta-

bilization Program) (3)等により穀物・油糧種子生産者の所得保証が図られて

きた。また，これらの連邦政府の制度とは別に，各州政府でも独自の所得保証

プログラムが実施されてきた。

その結果，巨額の財政支出が余儀なくされるとともに，農業者への補助の水

準が州ごとに大きく異なるという問題を抱えることとなった。

たとえば，農業収入に占める政府のプログラムに基づく支払いの割合は，第

1図に示すとおり， 1985年から 89年までの 5年間の平均では，カナダ全体で

13.3%となっている。州聞のばらつきは大きしサスカチュワン州 (24.9%)，

マニトノf州 (17.0%)，アルパータ州 (15.7%)といった農業生産額が大きな州

は軒並み，農業収入に占める政府プログラムの割合が高くなっている。これら

の州はいずれも穀物生産が畜産物生産を上回っている地域であり，穀物や油糧

種子生産者が政府プログラムに強く依存してきたことが読みとれよう。

こうした圏内の事情に加えて，国際的な動きとしてウルグアイ・ラウンド農

業交渉において，農業保護の削減のため，国内支持政策を含めた各国の農業保

護政策の見直しが行われることとなった。

このような諸般の情勢に対応するため，カナダにおいては， 1989年 12月から

農業政策レビューが開始された(4)。この農業政策レビューの重要な分野の一つ
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第 I図 農業収入に占める政府支払いの割合

資料:Agriculture and Agri-Food Canada， Fan叩 IncomeFinancial Conditions and 
Government E:x沙問ditures，September 1995 

注.図中.Nfldはニュー・ファンドランド州. P. E. 1はプリンス・エドワード・アイラン

ド州、1.N.S.はノパ・スコシア州、1.N.B.はニュー・プランズウィック州、1.Saskはサスカ

チュワン州. B. C.はプリティッシュ・コロンビア州の略である.

として，既存の制度に代わる新たな所得保証(セイフテイネット)政策が検討

されることとなり，穀物および油糧種子所得保証委員会(以下「セイフテイネッ

ト委員会Jという。)が設置された。セイフテイネット委員会では，新しい所得

保証政策として，産品ごとに所得保証を行う手法と農業者のトータルとしての

所得を保証する手法について検証し， 1990年4月に iGRIPJと iNISA(Net 

Income Stabilization Acount) Jの原型を提案した。さらに，この提案を精轍

化した同年8月のセイフテイネット委員会の報告書では， 91年度から GRIPお

よび NISAを実施することを提言した。

この提言を受けて， 1991年 3月に農家所得保護法 (FIPA: Farm Income 

Protection Act)が議会に提出され，成立，同年4月 1日から施行された。農

家所得保護法の制定により，従来の作物保険法，農業安定法および西部穀物安

定法が廃止され，新たに GRIPおよびNISAを両輪とした農業者の所得保証プロ
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グラムが開始されることとなったのである。

本稿では，収入保険制度の検討の素材を提供するための分析を行うことを目

的としていることから， NISA (5)については別稿にゆずることとし， GRIPに

焦点をあてて，その概要についてみていくこととする。

( 2) GRIPの定義と分類

農家所得保護法の規定によれば， GRIPとは， I作物保険プログラムによる保

護と収入保険プログラムによる保護を組み合わせたプログラム」と定義されて

いる。ここでいう作物保険プログラムとは， I州政府の法律により制定され，当

該州政府により運営される自然的な原因から生じた特定の農産物の損害に対し

て保険を提供するプログラム」と規定されている。作物保険法は廃止されたも

のの，実際には従来から各州、|ごとに実施されてきた作物保険プログラムがその

まま踏襲されている。そして，収入保険プログラムとは， I当該プログラムに加

入している生産者により生産されたあるいは市場に出荷されたプログラム対象

農産物の金銭的価値 (value)のある部分を保証するために設計されたプログラ

ム」と定義されているo

農家所得保護法自体には， GRIPの実施方法等について具体的に規定されて

はいない。具体的な実施方法等は，連邦政府と州政府の間で締結される GRIP

協定書，さらにはそれに基づき各州で作成される実施プログラムに定められて

いる。

ただし，農家所得保護法には， GRIP (およびNISA)という新たな制度の実

施プログラムの制定に当たり留意すべき点として，

① 生産・販売に関して，農業者の意思決定に過度の影響を与えず，市場機

会に応じた効率性の改善を助長するものであること

②保護水準，政府の負担割合，農産物の分類等において，地域の多様性を

考慮しつつ，他のすべての協定と整合性がとれていること

③ カナダの対外的な責務と整合性がとれていること

④ 長期的な環境的経済的持続性を促進するものであること
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という 4点が掲げられている。

それでは，農家所得保護法をうけた GRIP協定書では， GRIPはどのように定

義されているのであろうか。そこでは， GRIPとは， I作物保険部分(CropInsur-

ance Component)により提供される保護と収入保護部分 (RevenueProtection 

Component)により提供される保護を組み合わせた組収入保険プログラムjと

定義きれている。そして，作物保険部分とは， I州政府の法律により制定され，

当該州政府により管理される自然的な原因から生じた特定の農産物の損害に対

して保険を提供する作物保険プログラム」と定義され，農家所得保護法におけ

る作物保険プログラムの定義と同じとなっている。一方，収入保護部分とは，

「プログラム加入農業者によって生産されるプログラム対象作物の目標収入を

保証するために設計された収入保険プログラム」と定義され，農家所得保護法

の収入保険プログラムの定義とはやや異なり， I目標収入の保証」という表現が

用いられている。

GRIP協定書では， GRIPの実施方式として， A，Bの二つのタイプの実施方

法を提示し，いずれかの方式によることとされている。 Aは「作物保険部分と

収入保護部分とに分離せずに，収量と価格を完全に相殺する一つのプログラム

により統合された保護を与えるもの」であり， Bは「作物保険部分と収入保護

部分からなり， Aの方式による便益を超えることないように収量と価格の相殺

が行われるもの(それぞれの部分への加入は任意)Jである (6)。各州で実施され

ている制度は，いずれも Bの方式に該当するものと考えられる (7)。

GRIPが，基本的には，作物保険部分と収入保護部分とによって，収入である

PQ (=価格 (P)x生産量 (Q))を保証する制度であるという点では各州共通で

ある。しかしながら， GRIPが農家所得保護法という連邦レベルの法律に基づく

制度であるとはいえ，短期間のうちに GRIPを導入する必要性から，具体的な

制度の構築および運営に当たっては，州政府が主体的に行うとともに，各州ご

とにかなり異なる制度で実施されてきた既存の作物保険や所得保証措置との整

合性等に配慮することが認められた。このため， GRIPというの名の下に，各州、|

で相当に異なる制度が実施されてきている。
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各州ごとに実施されてきた GRIPをみると，作物保険部分と収入保護部分と

が一体となって PQを保証する制度(以下 iPQ一体保証型Jという。)と， PQ 

の保証に当たって， Qの減少に関する部分をもっぱら作物保険部分でカバーし，

それに別体系の Pの低下を保証する収入保護部分(一種の価格保険)を組み合

わせることによって PQを保証する制度(以下 iP・Q分離保証型j という。)

に大別される。さらに，各州の制度間では，保険契約の締結や損害評価の基本

となる収量データのとり方や保険金支払いの発動基準を，個人ベースとするか

あるいは地域ベースとするかという違いが生じている。これらを踏まえて各州

で実施されてきた GRIPを分類すると，次のような四つの方式に分けられる

G叶
一仁個人ベース 基本方式

地域ベース ケベック方式

一仁個人ベース オンタリオ方式

地域ベース サスカチュワン方式

(3 ) 四つの実施方式とその概要

1) GRIPへの加入と費用負担

四つの方式それぞれごとの仕組みを述べる前に，各方式に共通する対象作物，

加入，脱退，費用負担等について，整理しておこう。

ア対象作物

1993年 1月の GRIP協定書には，穀物，油糧種子の 34種類の作物が対象作物

として掲げられている (9)。各州は，この中から，それぞれの実情に応じて保証

対象作物を定めることになる。 1994年度で最も多くの種類の作物を対象として

いるのは，マニトパ州で 26種類である。

イ加入

GRIPへの加入は任意で，作物保険部分，収入保護部分のいずれか，あるいは

両方に加入できる。

制度発足初年度の 1991年度に加入する場合には，だれでも制限なく加入でき
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る。加入に際して，収入保護部分については，当該農業者が栽培している対象

作物のすべての種類について全面積を加入する必要がある。なお，作物保険部

分については，対象作物の種類を選択して加入することができる。

1991年度には加入せず次年度以降に遅れて加入する者には，保険金の支払い

に関するペナルティが課せられる。ペナルティとして，次のウで述べるような

再加入者と同様の取扱いを受けることになる。ただし，新規就農者は，営農開

始後 3年間はペナルティが適用されずに加入できるが，それ以降に加入する場

合には遅れて加入する者と同様のペナルティが課される。

ウ脱退

GRIPから脱退するときには，その 3年前に通知する必要がある。なお，農業

をやめる場合またはこれまで支払った保険料を超えて受け取った保険金を返還

する場合には，事前通知なしで脱退できる。

一度脱退すると 2年間は再加入できないが 2年間経過後は再加入が認めら

れる。再加入に当たってはペナルティが適用され，全保険料を支払っても，復

帰 1年目は 50%，復帰 2年目は 25%，それぞれ保険金給付がカットされ，復帰

3年目以降通常の加入形態となる。

エ保険料負担

保険料の負担割合は，作物保険部分については，農業者，連邦政府，州政府

がそれぞれ 50%，25%， 25%であり，収入保護部分については，農業者，連邦

政府，州政府がそれぞれ 331/3%， 41 2/3%， 25%である。管理運営費用は，

連邦と州政府が折半で負担する。なお， GRIPの管理運営主体は，従来の作物保

険を所管してきた州政府の部局または保険公社である。

オ 再保険

作物保険部分については，州政府の選択によって連邦政府へ再保険すること

ができるが，収入保護部分については，州政府は再保険することができない。

その代わりに，収入保護部分に係る保険金(以下「収入保険金」という。)の支

払いに不足が生ずる場合には，連邦政府がその不足分の 65%，州政府が 35%を

当該保険勘定に資金を利息付きで貸し出す。
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以下では，各州で行われている四つの方式の GRIPの概要を収入保護部分に

焦点を絞りながら略述する(10)。

2) 基本方式

基本方式とは， 1990年 8月のセイフテイネット委員会の報告書に即して仕組

まれたものである。それぞれの州で多少の違いはあるが(11)アルパータ州，マ

ニトパ州，プリティッシュ・コロンピア州および沿海部の 3州(プリンス・エ

ドワード・アイランド州，ノノf・スコシア州、1，ニュー・プランズウィック州)

の合計6州で実施されてきた。

保証の対象は，農業者ごとおよび作物ごとに設定される目標収入 (Target

Revenue)である。目標収入は，

目標収入ニ(保証水準×支持価格)x基準収量×作付面積 (1) 

により算定される。

保証水準 (coverageleveI)は，支持価格のうちどこまで保証するかを示すも

のである。 GRIP 協定書では 70~90% の範囲内とされ，ある程度州ごとに独自

に設定することが認められている。たとえば，アルパータ州，マニトパ州およ

びプリティッシュ・コロンビア州、|では 70%であるが(12) 沿海部の 3州では

80~90% という高い保証水準を適用している。

支持価格 (supportprice)は，作物ごと各州ごとに算定されるo コスト面の

影響に配慮するため，支持価格には農場資材投入価格指数で調整された年間平

均市場価格の移動平均である IMAP(Indexed Moving A verage Price)が用

いられている (3)。なお， GRIP協定書では，平均する期間は 15年間とされてい

る。

基準収量(probableyield)は，農業者ごとの過去の収穫量の実績(Long-Term

Individual Yield。以下，農業者個人ベースの基準収量を iLTIYJという。)で

あり，通常はこれまでデータ蓄積されてきた作物保険における基準収量が用い

られる。たとえば，アルパータ州では過去 10年間の収量の移動平均，マニトパ

州では作物ごとに異なり1O~25 年間の収量の移動平均である。この場合，個々

の農業者の生産能力を反映させるため，地域の生産性，土壌のタイプ，農家の
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管理技術等が考慮きれることとされている。マニトパ州では， 1992年度から，

個人生産力指標を用いて地域の平均的収量を上回る農業者に対して目標収入を

引き上げる SMA(Superior Management Adjustment) を適用し，より大き

な保証を提供しているo

それでは，農業者はどのような場合に収入保険金の支払いを受けることがで

きるのであろうか。農業者が収穫した農作物を市場に販売したとき得られる販

売収入は，

販売収入=平均市場価格×実収量×作付面積 ( 2 ) 

で表わされる。作物ごとにこの販売収入に作物保険金を加えたものが，当該農

業者の当該作物からの実収入となる。この実収入が(1)式により求められる目

標収入を下回る場合に，収入保険金が支払われるのである。 GRIPでは，作物保

険部分，収入保護部分のいずれか片方に加入しでも，両方に加入しでもよいこ

ととされているが，実収入を計算するときには，仮に作物保険部分に加入して

いない場合でも，加入していれば支払われたであろう作物保険金の額が販売収

入に加算されて実収入とされる。したがって，作物保険部分と収入保護部分の

両方に加入することにより， GRIPのメリットが十全に発揮されることとなる。

いいかえると，作物保険部分と収入保護部分の両方に加入していれば，たとえ

収穫がゼロとなっても目標収入に相当する保険金が支払われる。そして，平年

ベースの収入のたとえば 70%という当該作物に関する収入の最低水準は作付

けの時点では既に確定されるのである。

保険金の額がどのように算定きれるかを第 2-1図から第 2-3図とそれぞれ

に対応する計算例 1-1から計算例 1-3により，いくつかのケースについて説

明しよう。例としては，単純化のため，小麦の単作経営を取り上げる(14)。

〔低収量・低価格の場合〕

第 2-1図と計算例 1-1からみていこう。このケースは，実収量が低く，か

っ，市場価格が低い場合である。計算例 1-1の前提に基づき，当該農業者の目

標収入を(1)式を用いて計算すると，ケに示したとおり 7，000ドルとなる。第 2

-1図においては，目標収入を作付面積で除した「単位面積当たりの目標収入」
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価格

事/bu

IMAP 10 I一一一一一一

7 

収入保険金

市場価格 5 

5 

実収量

7 
収量

10 bu/エーカー

LTIY 

第 2-1図基本方式(低収量・低価格の場合)

注.図で表わされも収入や保険金の額は，単位面積(エーカー)当たりの金額である.以

下，第 2-2図，第 2-3図，第3図，第 4-1図，第 4-2図，第 4-3図および第 5-3図

において同じ.

。計算例 1-1 (基本方式:低収量・低価格の場合)
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10 bu/エーカー
100 エーカー
5 bu/エーカー
5 $/bu 

<保険金の計算>
ケ.目標収入=70%x 10 $ /bu x 10 bu/エーカー x100エーカー

=7，000$ 
コ.販売収入=5 $ /bu x 5 bu/エーカー x100エーカー

=2，500$ 
サ.作物保険金=5 $ /bu x (7 ~ 5 ) bu/エーカー x100エーカー

=1，000 $ 
シ.実収入=2，500+1，000=3，500 $ 
※ 目標収入>実収入なので，収入保険金が支払われる。

セ.収入保険金二7，000-3，500=3，500$ 
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が，太線で固まれた部分の面積で表わされている (15)。この農業者は， GRIPに

加入することにより，この年については作付けの時点で 7，000ドルの収入が保

証されている。

計算例 1-1のキおよびクでは，収穫期にこの農業者の栽培する作物の実収量

および市場価格がそれぞれ5ブッシェル/エーカー 5ドル/フ。ツシェルと平年

の半分になったと仮定されている。販売収入は， (2)式を用いて，コに示すと

おり 2，500ドルと，平年ベースの収入 10，000ドル (=10ドル/ブッシェルX10

ブッシェル/エーカー X100エーカー)の 4分の lとなる。この販売収入に実収

量が基準収量の一定割合(この場合ウより作物保険収量てん補水準が 70%であ

るから 7ブッシェル/エーカー)に達していないことにより支払われるサの作

物保険金 1，000ドルを加えても，この年の実収入はシのとおり 3，500ドルと平

年の 35%の水準にすぎない。しかしながら， GRIPの収入保護部分に加入する

ことにより，セのように目標収入と実収入の差の 3，500ドルが収入保険金とし

て支払われ， 7，000ドルの収入が確保されることになる。

〔低収量・高価格の場合〕

第 2-2図と計算例 1-2は，低収量・高価格の場合である。今度は，計算例

1 -2のキおよびクに示すとおり，実収量が5ブッシェル/エーカーと平年の半

分で，市場価格が平年の1.5倍の 15ドル/フ9ツシェルになったケースである。

販売収入はコのとおり 7，500ドルであり，さらに実収量が基準収量を下回った

ことにより作物保険金が 1，000ドル支払われることから，この農業者の実収入

はシのとおり 8，500ドルとなるo 実収入が目標収入の 7，000ドルを上回ってい

るので，収入保険金は支払われない。高価格による収入増が低収量による収入

減を相殺して余りあることから，収入保険金が支払われなかったのである。こ

こで，作物保険金が支払われることに注目して欲しい。販売収入が目標収入を

上回っているにもかかわらず，低収量に対する保証を提供するという作物保険

部分がそれ自体の要件に従って機能しているのである。したがって， GRIPとし

てみた場合には，価格と収量の相殺は完全には行われていないことになる。
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価格

$/bu 

市場価格 15 

IMAP 10 

7 

5 

5 7 10 

実収量 LTIY 

第 2-2図 基本方式(低収量・高価格の場合)

収量

bu/エーカー

。計算例 1-2 (基本方式:低収量・高価格の場合)

く前提〉

アからカまでは計算例 1-1と同じ。

キ.実収量 5 bu/エーカー

ク.市場価格 15 $ /bu 

<保険金の計算>

ケ.目標収入=7 .000 $ (計算例 1-1と同じ)

コ.販売収入=15 $ /bu x 5 bu/エーカ-x100エ←カー

二 7.500$ 

サ.作物保険金=1.000 $ (計算例 1-1と同じ)

シ.実収入二7.500 + 1 .000 

=8.500事

※ 目標収入く実収入なので，収入保険金は支払われない。
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〔高収量・低価格の場合〕

第 2-3図と計算例 1-3は，高収量・低価格の場合である。計算例 1-3のキ

およびクをみると，平年と比べて，実収量が 15ブッシェル/エーカーと1.5倍

となっているのに対して，市場価格は 5ドル/ブッシェルと半分になっている。

販売収入はコのとおり 7，500ドルであり，高収量のため作物保険金は支払われ

ないから，実収入も 7，500ドルである。実収入が目標収入を上回っているので，

価格

$/bu 

IMAP 10 

7 

市場価格 5 

収量
10 15 bu/ヰーカ-

LTIY 実収量

第 2-3図基本方式(高収量・低価格の場合)

。計算例 1-3 (基本方式:高収量・低価格の場合)

<前提>
アからカまでは計算例 1-1と同じ。
キ.実収量 15 bu/エーカー
ク.市場価格 5 $/bu 

く保険金の計算>
ケ.目標収入=7，000$ (計算例 1-1と同じ)
コ.販売収入=5 $ /bu x 15 bu/エーカー x100エーカー

=7，500 $ 
サ.作物保険金=0 (支払われない)
シ.実収入=7，500事
自耳 目標収入<実収入なので，収入保険金は支払われない。
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この場合にも収入保険金は支払われない。高収量による収入増が低価格による

収入減を相殺したのである。

もちろん，第 2-2図や第 2-3図で表わされる低収量・高価格や高収量・低

価格の場合であっても，高価格や高収量による収入増が，それぞれ低収量，低

価格による収入減を相殺するに足りず，実収入が目標収入を下回る場合には，

収入保険金が支払われることになる。

3 ) ケベッ夕方式

基本方式においては，目標収入を設定するとともに保険金の支払額を算定す

るに当たって重要な要素となる収量に関するデータには，農業者個人ごとの

データが用いられた。

これに対して，ケベック州で実施されている方式は，基本方式と同様，作物

保険部分と収入保護部分が一体となって目標収入と実収入の差を補てんする方

式であるが，収量に関するデータとしては，農業者個人ごとではなく，区域

(zone)ごとのデータが用いられる。これは，逆選択およびモラルハザードを防

止するため，同州の作物保険において取り入れられてきている集計的アプロー

チ (Col1ectiveApproach) をGRIPにおいても導入したものである (16)。すな

わち，気候条件や地形等が類似し生産・農業上のリスクを共有する区域ごとに，

過去の実収量の区域平均を当該区域の基準収量 (Long-TermArea Yield。以

下，地域ベースの基準収量を iLTAYJという。)とする。ある区域のある年の

実収量は，当該区域内で予めランダムに決められた標本となる農場の収量を平

均することにより求められる。

ケベック方式の場合の保険金の計算方法を第3図と計算例 2により具体的に

説明しよう。ある区域には，農業者がAとBの2人しかいないものとする。単

純化のため， AとBの基準収量をともに 10ブッシェル/エーカーとし，作付面

積がそれぞれ100エーカーであるとすると，当該区域の基準収量もオのように10

ブッシェル/エーカーとなる。AとBでは実収量に差があり，カおよびキに示す

ように， Aが 2ブッシェル/エーカー， Bが8ブッシェル/エーカーであったと

する。また，市場価格もコのとおり平年の半分の水準の 5ドル/ブッシェルと



くノー卜〉 農業収入保険制度への接近 93 

価格

$/bu 

IMAP 10トー

9 

市場価格 5 

収量

5 8 10 bu/エーカ一

実収量 LTAY 

第 3図 ケベック方式(低収量・低価格の場合)

。計算例 2 (ケベック方式:低収量・低価格の場合)

く 前提>

ア.保証水準
イ.支持価格(lMAP)
ウ.作物保険収量てん補水準
エ.作物保険保証価格
オ.当該区域の基準収量
カ.農業者 A の実収量
キ.農業者 Bの実収量
ク.作付面積

ケ.当該区域の実収量
コ.市場価格

<保険金の計算…エーカー当たり>

90 % 
10 $ /bu 
80 % 
5 $/bu 
10 bu/エーカー
2 bu/エーカ-
8 bu/エーカー

100 エーカー(農業者 A，Bとも)

5 bujエーカー
5 $/bu 

サ.目 標 収 入 二90%X 10 $/bux 10 bu/エーカー
=90$/エーカー

シ.販売収入ニ 5$/bux 5 bu/エーカー
ニ25$/エーカー

ス.作物保険金二 5$ /bu X ( 8 -5 ) bu/エーカー
=15 $/エーカー

セ.実収入=25十15=40$/エーカー
楽 目標収入>実収入なので，収入保険金が当該区域の当該作物の生産者に平等に
支払われる。

ソ.収入保険金=90-40=50$/エーカー
タ.農業者 Aの収入=(販売収入+作物保険金十収入保険金)X作付面積

(5 $ /bu X 2 bu/エーカー+15$/エーカー+50$/エーカー)X 100エー
カー

=7，500$ 
チ.農業者 Bの収入

二(5 $ /bu X 8 bu/エーカー+15$/エーカー+50$/エーカー)X 100エー
カ一

二 10，500$ 
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なった。A，Bはそれぞれどれだけの保険金を受け取ることができるのであろうか。

ケベツク方式においては，区域ベースで計算される目標収入，販売収入，実

収入を基に，保険金が支払われるかどうかが，そして支払われる場合には保険

金の額が決定される。計算例2に従うと，区域ベースの単位面積当たりの目標

収入は，サで示す 90ドル/エーカーである。区域の平均実収量はケのとおり 5

ブッシェル/エーカーであるから，これにコの市場価格を乗ずると，単位面積当

たりの販売収入は 25ドル/エーカーとなる。作物保険金としてスのとおり 15ド

ル/エーカーが支払われるので，この区域の実収入は，セに示したとおり単位面

積当たりで 40ドル/エーカーである。区域ベースでみて実収入が目標収入を下

回っているので，その差額 50ドル/エーカーが収入保険金として A とBに平

等に支払われる。

このように，ケベック方式では，同じ区域に属し同じ作物を栽培している農

業者はすべて，単位面積当たり同額の作物保険金および収入保険金を受け取る

こととなる。

A とBが受け取る作物保険金および収入保険金は単位面積当たりで同額で

あっても，それぞれ販売収入は異なっており，この結果，収量が低かった Aの

総収入はタのように 7，500ドルであるのに対して，収量が高かった Bの総収入

はチのとおり 10，500ドルとなる。仮に Bが平年を上回るような高収量をあげ

たとしても， Bに対しては，作物保険金の減額も相殺等による収入保険金の減

額も行われず，単位面積当たりでA と同額の作物保険金および収入保険金が支

払われる。

低収量・高価格や高収量・低価格の場合については，基本方式に準ずるので，

図および計算例による説明は省略する。区域ベースでみて，低収量や低価格に

よる収入減がそれぞれ高価格や高収量による収入増で相殺されず，実収入が目

標収入を下回る場合には収入保険金が支払われるo 一方，相殺されて実収入が

目標収入以上になる場合には収入保険金は支払われない。ただし，基本方式の

ところで述べたように，低収量のときには相殺の有無にかかわらず作物保険金

が支払われる。
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なお，ケベック方式では，作物により 85%または 90%という高い保証水準が

適用されている。したがって，標本となる農場が適切にサンプリングされてい

れば，ある区域単位でみると，作物保険部分と収入保護部分の両方に加入して

いる平均的な農業者は，ケベツク方式の下では，作物ごとに平年ベースの 9割

近い収入が保証される。

4 ) オンタリオ方式

基本方式やケベツク方式のような PQ一体保証型とは異なり，オンタリオ州

では，作物保険部分と収入保護部分が全く分離された形で， GRIPが仕組まれて

いる。たとえば第 4-1図に示すように，自然災害等による収量の減少に対して

は作物保険部分による保証が提供され，市場価格が下落した場合には収入保護

部分による保証が提供される。このように収入保護部分は価格保険として機能

している。具体的には，収入保護部分による保証によって，

(保証水準×支持価格一市場価格)x (基準収量x80%)x作付面積(3 ) 

で示されるように，州1年間平均市場価格が保証水準×支持価格を下回った場合

に，実収量の多寡にかかわらず，基準収量の 80%に相当する部分について，収

入保険金が支払われる。

保証水準は 80%であり，支持価格は 15年平均の IMAPが用いられるo ま

た，基準収量は農業者個人ごとに把握される LTIYであり，実際の収量の過去

10年間の移動平均が用いられる(I7)。

価格保険としての機能から，どんなに収量が低くても高価格のときには収入

保険金は支払われない。しかしながら，平年を大きく上回る高収量であっても

市場価格が保証水準×支持価格を下回っている場合には相殺が行われず，第 4

3図のように収入保険金が支払われる。この点が基本方式やケベック方式との

大きな違いである。以下で，具体的に図と計算例を用いて説明しよう。

〔低収量・低価格の場合〕

第 4-1図と計算例 3-1は，低収量・低価格の場合である。この農業者の販

売収入はケのとおり 2，500ドルで，作物保険金はコのとおり 1，500ドルである

から，これらを合わせた 4，000ドルが実収入となる。それでは，このとき収入
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価格

$/bu 

IMAP 10 I一一一守一ー

8 

市場価格 5 

5 

実収量

収量

8 10 bu/エーカー

LTIY 

第 4~ 1図 オンタリオ方式(低収量・低価格の場合)

。計算例 3~ 1 (オンタリオ方式:低収量・低価格の場合)

<前提>
ア.保証水準
イ.支持価格(IMAP)
ウ.作物保険収量てん補水準
エ.作物保険保証価格
オ.基準収量
カ.作付面積
キ.市場価格
ク.実収量

<保険金の計算>

80 % 
10 $ /bu 
80 % 
5 $/bu 
10 bu/エーカー

100 エーカー

5 $/bu 
5 bu/エーカー

ケ.販売収入=5 $ /bu x 5 bu/エーカーx100エーカー
=2，500$ 

コ.作物保険金=5 $ /bu x ( 8 -5 ) bu/エーカ-x100エーカー
=1，500$ 

サ . 実 収 入=2，500+1，500 
=4，000$ 

※ 市場価格<80%IMAPであるから，収入保険金が支払われる。

シ.収入保険金
= ( 8 -5 ) $ /bu x 10 bu/エーカー X80%X100エーカー
=2，400$ 

ス.総収入=4，000+2，400=6，400$ 
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保険金は支払われるのであろうか。そして，支払われるとして収入保険金はど

のように計算されるのだろうか。

市場価格はキのとおり 5ドル/プッシェルであり，アとイより求められる

IMAPの80%水準の 8ドル/プッシェルを下回っているので，収入保険金は支

払われる。その額は，シに示すとおり(3 )式を用いて得られる2，400ドルであ

る。したがって，収入保険金受取り後の総収入はスのとおり 6，400ドルとなる。

〔低収量・高価格の場合〕

第 4-2図と計算例 3-2は低収量・高価格の場合である。ア，イおよびキよ

り市場価格(15ドル/ブッシェル)がIMAPの80%水準の 8ドル/プッシェルを

上回っていることから，収入保険金は支払われない。ただし，作物保険部分は

別体系であるから，コに示すように低収量による作物保険金は支払われ，総収

入は 9，000ドルとなる。

〔高収量・低価格の場合〕

第 4-3図と計算例 3-3は高収量・低価格の場合である。まず，実収量が基

準収量を上回ることから，作物保険金は支払われない。一方，市場価格がIMAP

の80%水準を下回っているので，計算例3-1と同様に， (3)式を用いて計算さ

れる 2，400ドルが収入保険金として支払われる。これにより，この農業者の総

収入はスのとおり 9，900ドルとなる。

とのように，オンタリオ方式では，基本方式やケペック方式とは異なり高収

量では相殺が行われないから，基本方式やケベック方式と比べると高収量のと

きに相対的に保険金の受取額が多くなる。

5 ) サスカチュワン方式

サスカチュワン州も， GRIP開始初年度の 1991年度には基本方式により制度

が導入された。しかしながら，基本方式には逆選択やモラルハザードの問題が

あると判断して， 92年度からはオンタリオチト比同様に，作物保険部分と収入保

護部分を完全に分離した。かつ，サスカチュワン州では，収入保険金の支払基

準を工夫して，収入保険金が支払われる場合には，州内同一危険地域 (risk

area)内のすべての対象作物を通じて単位面積当たり同一金額が支払われる方
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価格

$/bu 

市場価格 15 

IMAP 10 

8 

5 

5 

実収量

収量
8 10 bu/エーカー

LTIY 

第 4-2図 オンタリオ方式(低収量・高価格の場合)

。計算例 3-2 (オンタリオ方式:低収量・高価格の場合)

<前提>

アからカまでは計算例 3-1と同じ。

キ.市場価格 15 $ /bu 

ク.実収量 5 bu/エーカー

<保険金の計算>

ケ.販売収入=15 $ /bu x 5 bu/エーカーx100エーカー

=7，500 $ 
コ.作物保険金=1，500 $ (計算例 3-1と同じ)

サ.実収入=7，500十1，500

=9，000 $ 
※ 市場価格>80%IMAPであるから，収入保険金は支払われない。
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価格

$/hu 

IMAP 10ト一一一一一

8 

量
↓

収
エ，，，， u

 
・0

量

5

↓止

1

4

 

実Y
 

0

1

 
L
 

0
0
 

収入保険

市場価格 5 

第 4-3図 オンタリオ方式(高収量・低価格の場合)

。計算例 3-3 (オンタリオ方式:高収量・低価格の場合)

<前提>

アからカまでは計算例 3-1と同じ。

キ.市場価格

ク.実収量

5 $/bu 

15 bu/エーカー

く保険金の計算〉

ケ.販売収入=5 $ /bu x 15 bu/エーカ← x100エ←カー

二 7，500$ 

コ.作物保険金=0 (支払われない)

サ.実収入=7，500+0 

=7，500$ 
※ 市場価格<80%IMAPであるから，収入保険金が支払われる。

シ.収入保険金

= ( 8 -5 ) $ /bu x 80% x 10 bu/エーカー x100エーカー

=2，400 $ 

ス.総収入=7，500+2，400二 9，900$ 
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式を採用した。

サスカチュワン方式の概要をみていこう。まず，収量の減少に対しては，個

人ベースで発動される作物保険部分によって，基準収量 LTIYの一定割合

(50~80%) が保証される。一方，市場価格の下落に対しては，危険地域ベース

で発動される収入保護部分により対応する。

収入保険金の算定に当たっては，第 1ステップとして，各危険地域ごとに次

式により対象作物それぞれについての収入不足額を求める。

各作物の収入不足額

=(保証水準×支持価格一市場価格)x基準収量×作付面積 ( 4 ) 

ここで，保証水準は 70%であり，基準収量は当該危険地域の基準収量の LTAY

である。そして， (4)式で各作物ごとに求めた収入不足額と作付面積を用いて，

単位面積当たり収入保険金

=ヱ(各作物の収入不足額)-;-~ (各作 物 の 作 付 面 積 (5 ) 

により求められる額が支払われるのである(18)0 (5)式から明らかなように，収

入保険金として，当該危険地域のすべての農業者およびすべての対象作物につ

いて，単位面積当たり同一金額が支払われることになる (19)。また，ある作物に

ついて収入不足が生じていても，他の作物と合わせた結果，当該危険地域の全

作物を通じて収入不足が生じていなければ収入保険金は支払われない。逆に，

ある作物には収入不足が生じていなくても，当該危険地域の全作物を通じて収

入不足が生じていれば，当該作物についても収入保険金が支払われる。

これを計算例 4-1により具体的にみておこう。ある危険地域では，小麦，な

たね，大麦の 3種類の作物が栽培されている。各作物の支持価格，市場価格，

基準収量および作付面積が前提に示されている。(4 )式を用いてそれぞれの作物

ごとの収入不足額を求めると，小麦は 2，000千ドノレ，なたねはマイナス 300千

ドル，大麦は 160千ドルとなる。なたねについては，市場価格が IMAPの70%

水準を上回っているので，収入不足は生じていない。これらを(5 )式に代入する

と，単位面積当たりの収入保険金の額が 11.625ドル/エーカーと算出される。

IMAPに比べて相対的に大きく価格が低下した小麦を栽培している農業者も，
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。計算例 4-1 (サスカチュワン方式の収入保険金の計算)

<前提>
支持価格(IMAP)

( $/bu) 
10 
15 
6 

麦
ね
麦

た
小
な
大

市場価格

( $/bu) 
5 
12 
4 

基準収量(LTAY)
(bu/エーカー)

10 
10 
20 

作付面積

(千エーカー)
100 
20 
40 

<各作物の収入不足額>
小麦 =(70% x 10 $ /bu-5 $ /bu) X 10 bu/エーカー XI00千エーカー

=2000千ドル
なたね=(70% X 15 $ /bu-12 $ /bu) X 10 bu/エーカー X20千エーカー

= -300千ドル
大麦 =(70% X 6 $ /bu -4 $ /bu) X 20 bu/エーカー X40千エーカー

=160千ドル

<単位面積当たり収入保険金>
収入保険金=(2000千ドル 300千ドル十160千ドル)

7 (100千エーカー十20千エーカー十40千エーカー)
=11.625 $ /エーカー

価格の低下の程度が小さいなたねを栽培している農業者払単位面積当たり同

額の収入保険金 11.625ドル/エーカーを受け取ることになる。

以上の説明では，サスカチュワン方式が，オンタリオ方式と同様に収入保護

部分が価格保険として機能しているという点が明確になっていない。この点を

明確にするため，サスカチュワン方式の収入保護部分の発動要件と収入保険金

の額の算定方法を Gray(9 Jを参考に，別のアプローチにより定式化してみよ

〉

つ。

ここでは，パスケット支持価格とパスケット市場価格という概念を導入する。

パスケット支持価格およびパスケット市場価格は，作物ごとの生産量で加重平

均した当該危険地域の単位面積当たりの価格であり，それぞれ，

バスケット支持価格

=ヱ(支持価格×基準収量×作付面積)-;-ヱ(作付面積(6 ) 

バスケット市場価格

ニヱ(市場価格×基準収量×作付面積)-;-ヱ(作付面積(7)

により求められる。計算例 4-2において，先の計算例 4-1と同じ前提の下で

( 6 )式および(7)式を用いてパスケット支持価格，バスケット市場価格を求め

ると，それぞれ 111.25ドル/エーカー， 66.25ドル/エーカーとなる。これを図



102 農業総合研究第50巻第3号

。計算例 4-2 (パスケットアプローチによる収入保険金の計算)

<前提>
計算例4-1の前提と同じ。

<収入保険金の計算>
ア.バスケット IMAP

= (10 $ /bu x 10 bu/エーカーx100千エーカー
十15$ /bux 10 bu/エーカーx20千エーカー
十 6$ /bu x 20 bu/エーカーx40千エーカー)
ム(100千エーカー+20千エーカー+40千エーカー)

= 17800~ 160 
=1ll.25 $ /エーカー

イ.70%xパスケット IMAP
二 77.875$/エーカー

ウ.パスケット市場価格
= (5 $ /bu x 10 bu/エーカーx100千エーカー
+ 12 $ /bu x 10 bu/エーカーx20千エーカー
+ 4 $ /bu x 20 bu/エーカーx40千エーカー)
~ (100千エーカー+20千エーカー+40千エーカー)

=10600~160 
=66.25 $ /エーカー

※ 70%バスケット IMAP>バスケット市場価格であるから，収入保険金が支払わ
れる。

エ.エーカー当たり収入保険金
=70%xバスケット IMAP-パスケット市場価格
=11.625 $ /エーカー

示したものが，第 5-1図および第 5-2図である。両図において，縦軸の各作

物の価格が，それぞれ支持価格×基準収量，市場価格×基準収量により求めら

れた単位面積当たりの価格になっていることに留意されたい。

この危険地域別のバスケット支持価格とパスケット市場価格を用いると，サ

スカチュワン方式における収入保護部分は，第 5-3図のように，パスケット市

場価格が保証水準×パスケット支持価格を下回った場合に発動され，収入保険

金が支払われると考えることができる。そして，収入保険金の額は，

危険地域の単位面積当たり収入保険金

=ヱ{(保証水準×バスケット支持価格ーノTスケット市場価格)

×基準収量×作付面積}-;...~ (作付面積)

で求められ，作物の種類にかかわらず一定となる。

( 8 ) 

計算例 4-1と同じ前提の下で(8 )式を用いてエーカー当たりの収入保険金
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160 
作付面積
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価格

事/bu

パースケットIMAPぃ一一一一一

70%バスケット IMAP

~17.入 f呆険

バスケット市場価格.

作物保険保証価格

収量

実収量 80% LTIY bu/エーカー
LTIY -;.-LTAY 

第 5~3 図 サスカチュワン方式における低収量・低価格の場合の

保険金支払い

注.縦軸の一部が破線となっているのは，作物保険部分は個別作物ごとに適用されるのに
対して，収入保険部分は作物バスケット方式により適用されることから，作物保険保証価
格とバスケット市場価格とは同列には扱えないことによるものである.

の額を求めると，計算例 4~2 のエに示すとおりエーカー当たりの収入保険金は

11.625 ドル/エーカーとなり，計算例 4~1 で求めた結果と一致する。

このように，危険地域ベースでは，すべての対象作物を通じて単位面積当た

り同一金額が支払われるが，個人に対する収入保険金は，すべての対象作物を

通じて単位面積当たり同一金額ということにはならない。ある作物に関して農

業者が受け取る単位面積当たり収入保険金は，

当該危険地域の単位面積当たり収入保険金x(LTIY -;-LTAY) 

×作付面積 ( 9 ) 

により，求められる額である。(9 )式のrLTIY-;-LTAY Jの項から明らかなよ

うに，当該危険地域の基準収量よりも基準収量が多い農業者にはより多くの収
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。計算例 4-3 (基準収量が異なる農業者の収入保険金の額等)

く 前提>
・当該危険地域のデータは，計算例 4-1の前提と同じ。
・作物保険保証価格は小麦が 5$ /bu，なたねが 12$ /bu，作物保険収量てん補水準
は 80%とする。

.農業者 Aの小麦の基準収量は 12bu/エーカーである。
・農業者 Bの基準収量は，小麦 15bu/エーカー，なたね 5bu/エーカーである。

く農業者Aに対する GRIP支払い>
ア.エーカー当たりの収入保険金

= 11.625 $ /エーカー X(12 bu/エーカームlObu/エーカー)
ニ 13.95$ /エーカー

イ.農業者 A の小麦の実収量が， 5 bu/エーカー， 10 bu/エーカー及び 15bu/エー
カーとなった場合のエーカー当たりの販売収入，保険金および総収入は，次のと
おり。
Aの実収量

(bu/エーカー)
5 

販売収入 作物保険金 収入保険金 総収入

($/エーカー) (事/エーカー) ($/エーカー) ($/エーカー)
25 23 13.95 61. 95 

10 50 0 13.95 63.95 
15 75 0 13.95 88.95 

<農業者 Bに対する GRIP支払い>
ウ.エーカー当たりの小麦の収入保険金

= 11.625 $ /エーカ-X (15 bu/エーカ一二10bu/エーカー)
= 17.44 $ /エーカー

エ.エーカー当たりのなたねの収入保険金
= 11.625 $ /エーカー x(5 bu/エーカー 710bu/エーカー)
=5.8 $ /エーカー

オ.農業者 Bの小麦の実収量が， 5 bu/エーカー， 10bu/エーカーおよび 15bu/エー
カーとなった場合のエーカー当たりの販売収入，保険金および総収入は，次のと
おり。

小麦実収量 販売収入 作物保険金 収入保険金 総収入。u/エーカー) ($/エーカー) ($/エーカー) ($/エーカー) ($/エーカー)
5 25 35 17.44 77 . 44 
10 50 10 17.44 77.44 
15 75 0 17.44 92 . 44 

カ.農業者 Bのなたねの実収量が， 0 bu/エーカー. 5 bu/エーカーおよび 10bu/ 
エーカーとなった場合のエーカー当たりの販売収入，保険金および総収入は，次
のとおり。
なたね実収量

(bu/エ←カー)
0 
5 
10 

販売収入 作物保険金

(事/エーカー) ($/エーカー)
o 48 

60 0 
120 0 

収入保険金

($/エーカー)
5.8 
5.8 
5.8 

総収入

($/エーカー)
53.8 
65.8 
125.8 

注(1) 農業者Aの小麦の実収量が 5bu/エーカーのときに支払われる作物保険金
は次により計算される。

作物保険金二 5$/bu X (12 bu/エーカー xO.8-5 bu/エーカー)
=23$/エーカー

注(2) 農業者 Bの小麦の実収量が 5bu/エーカーのときに支払われる作物保険金
は次により計算される。

作物保険金=5 $ /bu x (15 bu/エーカ-xO.8-5 bu/エーカー)
ニ 35$ /エーカー

注(3) 農業者 Bのなたねの実収量が obu/エーカーのときに支払われる作物保険
金は次により計算される。

作物保険金=12$ /bux (5 bu/エーカー XO.8-0 bu/エーカー)
=48$ /エーカー

注(4) イ，オおよびカの計算において，農業者 Aおよび Bの実収量が当該地域の実
収量に影響を与えないことを仮定している。
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入保険金が支払われ，当該危険地域の基準収量よりも基準収量が少ない農業者

にはより少ない収入保険金しか支払われないこととなる。

これらのことを計算例 4-3により確認しておこう。計算例 4-2で求めたと

おり，この危険地域では，エーカー当たり 11.625ドルが収入保険金として当該

危険地域のすべての作物について支払われる。

ところが，農業者Aが小麦について受け取る収入保険金はアのとおりエー

カー当たり 13.95ドルであるが，農業者 Bが受け取る収入保険金は，小麦につ

いてはウのとおりエーカー当たり 17.44ドル，なたねについてはエのとおり

エーカー当たり 5.8ドルとなる。小麦という一つの作物をとっても A とBと

では単位面積当たりで受け取る収入保険金は異なるし， Bに着目しでも，小麦

となたねとでは単位面積当たりで受付取る収入保険金は異なる。繰り返しにな

るが，このような差は， AとB，あるいは小麦となたねの危険地域の基準収量

に対する個人の基準収量の比率の違いから生じているのである。

参考のため，計算例 4-3では，実収量の多寡と作物保険金および収入保険金

の額の関係について，イ，オおよびカに例を示している。これより，作物保険

金と収入保険金が独立した関係にあること，収入保険金の多寡は当該農業者個

人の基準収量にのみ関係し実収量には関係しないこと等がわかるo

注(l) 西部穀物安定制度は，農業者 4(保証所得の 4%)，連邦政府 6の割合で拠出された

資金で勘定を形成し，制度対象の 7農産物(小麦，大麦，オート麦，ライ麦，亜麻仁，

菜種およびカラシ葉)からの合計所得が前5年間の平均を下回った場合に，その差額

を支払う制度であり，対象地域はカナダ西部地域に限定されている。

(2) 農業安定法に基づく不足払い制度は，西部穀物安定法の対象外の農産物(とうもろ

こし，大豆，小麦，大麦，羊毛， りんご，菜種，じゃがいも等)について，市場価格

が支持価格を下回った場合に，その差額を連邦政府が不足払いする制度で，農業者か

らの資金供出は行われない。

(3) 農業安定法に基づく全国三者安定計画は，農業者，連邦政府および州政府の三者の

対等な資金拠出により安定基金を形成し，対象農産物(りんご，豆類，牛，豚，羊，

はちみつ，タマネギ，テンサイ)の全国平均市場価格が支持価格を下回った場合にそ

の差額が不足払いされる制度である。
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(4) 農業政策レビューの概要については，牛草(16)を参照されたい。

(5) NISAは，農業者と政府が当該農業者個人の勘定に所得の一定割合を拠出しておき，

当該年の事業所得(現金収入ー必要経費)が過去 5年間の平均を下回ったとき，また

は課税所得が一定額を下回ったときに，当該差額に相当する額を勘定から受け取るこ

とができる制度である。対象となる農産物は，穀物，油糧種子，豆類，種子，球根等

である。勘定への拠出は段階的に引き上げられており， 1995年度からは，農業者は純

所得額の 3%である。 ζれに見合う額として州政府は 1%，連邦政府は 2%に相当す

る額を拠出しなければならない。農業者は 3%を超えて 20%まで勘定に拠出すること

ができるが，州および連邦政府は 3%を超える分に見合う拠出は行わない。農業者の

拠出分と政府の拠出分については区分経理され，前者には市中金利+3%の利息が付

き，後者には市中金利相当の利息が付く。勘定からの払い戻しは，政府拠出分から優

先的に充当され，それが足りないときに農業者拠出分が充当される。 94年度における

戸数加入率は 42%であるが，穀物の売上高でみると 80%をカバーしている。

(6) GRIP協定書の経過措置で， Bの方式について価格と収量の相殺を行わなくてもよ

いとされている。

(7) Eyvindson (4)および Turveyand Chen (15)では，プリンス・エドワード・ア

イランド州とノパ・スコシア州における GRIPでは価格と収量が完全に相殺されると

記述されている。筆者は，その点をノパ・スコシア州について確認できたが，プリン

ス・エドワード・アイランド州については確認できなかった。価格と収量が完全に相

殺されるとすればAの方式に該当するようにみえるが，両州の GRIPは，ともに作物

保険部分と収入保護部分からなり，保険料率も各部分ごとに掲示されそれらを合計し

たものが GRIPの保険料率とされていることから， Bの方式に該当すると判断した。

(8) Eyvindson (4)では筆者と同じ四つに分類しており， Turvey and Chen (15)で

は基本方式をプリンス・エドワード・アイランド州およびノパ・スコシア州方式と西

部 3州およびニュー・プランズウィック州方式に分げ，合計五つに分類している。筆

者はこれらの文献を参考としつつも，本文に記載した基準により分類を行った。なお，

ケベック州では，区域 (zone) ごとのデータを用いているが，便宜上「地域ベース」

という分類表現を用いた。

(9) 対象作物として主なものをあげると，小麦，大麦，オート麦，ライ麦，とうもろこ

し，大豆，なたね，ひまわり，ベニバナ，豆類，フォレージ用牧草，牧草種子等であ

る。

ω) 各方式の概要を記述するに当たっては， Grain and Oilseed Safety Net Committee 

( 8 )やカナダ各州政府が発行している農業者向けの GRIPのパンブレツト等を参考

としたが，各州政府の資料については多岐多種類にわたるため，資料名の掲載を省略

した。
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ω 最も大きな相違点は，注(7)で述べたように，価格と収量が完全に相殺されるかどう

かである。プリンス・エドワード・アイランド州とノパ・スコシア州以外の州では，

価格と収量は完全に相殺されない。

UZ) マニトパ州では，ごく一部の作物の保証水準を， 58%あるいは 65%としている。な

お，アルパータ州やマニトパ州では，作物保険と収入保険の両方に加入する場合には，

作物保険の基準収量に対するてん補水準は 70%とされる。通常，作物保険のてん補水

準は，アルパータ州では 60~80%，マニトパ州では 70~80%である。

ω) 支持価格の算定には， IMAPのほか生産支出モデル (PEM: Production Expendi-

ture Model)を用いることも認められている。 PEMは，最も効率的な農業者と地域の

支出と収量に基づくモデルである。これを用いて算出される生産者当たりの支出額に

基づき支持価格を決定する。 PEMを用いた支持価格の算定は，ケベック州においての

み採用されている。

帥以下，ケベック方式およびオンタリオ方式におげる計算例において同じ。

岡本図を含め，第 2~2 図，第 2~3 図，第 3 図，第 4~1 図，第 4~2 図，第 4~3 図お

よぴ第 5~3 図においては，四つの方式を比較しやすいように，単位面積(エーカー)

当たりの金額で収入や保険金の額を表わしている。

凶作物保険には個人ベースのものもある。収入保険の対象作物は，集計的アプローチ

が採用されている作物保険の対象作物に限られている。

U7) オンタリオ州では，最近の農業生産技術の進歩による収量増の効果を基に過去の収

量を増加させて基準収量を計算するトレンド修正や基準収量を安定させるためある年

の収量が平年の:t30%を超えて上下するとき所要の修正を行う激変緩和措置が講じら

れている。

同ヱ(・)は， ( )内の項目を全作物について合計することを表わす。以下において

同じ。

側 サスカチュワン方式においては，作物ごとに設定された保険料率を用いて，次の計

算式より当該危険地域内におけるパスケット保険料が算定され，すべての農業者に対

して栽培する作物に関係なく単位面積当たり同額の保険料が適用される。

バスケット保険料=三(保証水準xIMAPXLATYx

作付面積×保険料率H-玄(作付面積)
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(1) 実施状況

1) 加入状況

4. GRIPの実施状況と経済的評価

GRIPの収入保護部分の加入の状況をみておこう。任意加入の保険制度とし

ては制度創設時から加入率は非常に高く，第 2表に示すとおり，カナダ全体で

は 1991年度で面積加入率は 80%であった。州ごとにみて加入率が高いのは，

第 2表 GRIP (収入保護部分)の実施状況

面積
目 標 収 入

保険 齢者1人当たり 概算
1 人面積

加入率
総額 当たり当たり

収支率 トランス 77-保険料率

カナダ計 % 百万ドル 千ドル ドノレ % ド/レ % 
1991年度 80 7，350 62 342 128.3 13.352 20.9 

1992 76 7，307 62 348 103.0 8，265 19.2 

1993 73 6，483 56 322 66.5 3，264 17.7 

1994 73 6，008 53 304 46.9 1.211 16.8 
(91~94) ( 91.3) (26，092) 

1994年度
プリティッシュ・コ 57 19 64 255 ( 94.6) (41，897) 20.7 
ロンビア

アルパータ 68 1，205 58 259 (108.5) (43，551) 18.8 
サスカチュワン 71 2，310 57 243 ( 67.4) (15，017) 14.9 
マニトパ 78 932 78 303 (117.9) (51，765) 17.1 
オンタリオ 85 1，007 37 559 ( 82.3) (12，863) 14.6 
ケベック 79 509 45 845 (116.7) (37，165) 24.1 
ニュー・プランズ 63 6 16 424 (127.5) (18，327) 27.1 
ウィック

ノノT・スコシア 51 4 17 580 (100.9) (14，180) 24.0 
プリンス・エドワー 55 16 41 466 (112 .8) (40，612) 28.2 
ド・アイランド

資料:Agriculture and Agri-Food Canada， Retort 01 the Activiti，ω 01 the Gross 
Revenue Insurance Plan National Committee lor 1993-1994， 1994目

注(1)貨幣単位のドルは，カナダドルの略である.
(2) 保険収支率は，保険金支払総額を保険料総額で割ったものである，保険収支率の欄
の( )の数字は， 1991年度から 94年度までの累積収支を表わしたものである.

(3) 農業者 l人当たりトランスファーの欄の( )の数字は， 1991年度から 94年度まで
の合計額である.

(4) 概算保険料率は，保険料総額を目標収入総額で割ったものである.
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オンタリオ州，ケベック州，マニトノサ十|であり，一方，沿海部の州やプリティッ

シュ・コロンビア州では加入率が比較的低くなっているo サスカチュワン州で

は. 1991年度には面積加入率が 88%と高率であったが.92年度に制度改正を

行ったこと.95年度に GRIPから撤退すること等の理由により.94年度の面積

加入率が 71%まで落ち込んでいる。 GRIP加入面積の約半分を占めるサスカ

チュワン州におげる加入の減少等により， 94年度のカナダ全体の面積加入率は

73%に低下した。

目標収入(収入保護部分に係る保証収入)は，農業者 1人当たりでみると，

作付面積規模が大きく，支持水準が高い基本方式を採用しているマニトパ州や

アルパータ州で高い。また，単位面積当たりでみると，とうもろこしゃ大豆の

生産が盛んなケベック州やオンタリオ州で高くなっている。これは，とうもろ

こしや大豆では.IMAPに基準収量を乗じて得られる単位面積当たりの支持価

格の水準が，小麦や大麦等と比べて. 2~3 倍となっているためである。

2 ) 収支状況

カナダ全体の収入保護部分の保険収支の状況をみると. 1991年度および 92

年度は，保険料収入に対して支払った保険金の額が上回り，保険収支は赤字で

あった。しかしながら.93年度および 94年度は保険金の支払いが少なし 91年

度から 94年度までの累積でみると，保険収支率(保険金支払総額を保険料総額

で割ったもの)は 9l.3%と，若干ながら黒字となっている。とのように保険収

支が改善している大きな要因として，支持価格の IMAPが低下していることが

あげられるo

州ごとの保険収支の状況にはかなりのばらつきがあり，サスカチュワン州，

オンタリオ州、1.プリティッシュ・コロンピア州以外の各州では 4年間の累積収

支は赤字となっている。最も収支状況が良いサスカチュワン州の累積保険収支

率は 67.4%であるのに対して，最も悪いニュー・プランズウィック州では

127.5%となっている。

保険料総額を目標収入総額で割った概算保険料率は，カナダ全体の平均で 91

年度には 20.9%であったが， 94年度には 16.8%へと年々低下している。州ご
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とにみると，オンタリオ州，サスカチュワン州では 15%程度と低く，保証水準

が高いケベツク州や沿海部の州では 20%を大きく超える水準にあるo

保険料のうち農業者の保険料負担分は 3分の lであるから，農業者にとって

の収入保護部分の保険料率は，低い州で 5% 程度，高い州で 8~9% となる o

ところで，保険金支払総額から農業者が支払った保険料総額をヲ|いたものは，

政府から農業者へのトランスファーと考えることができる。これをみると， 91 

年度にはカナダ全体で農業者 1人当たり約 13，000ドルがトランスファーされ

ているが，保険金の支払いが少なかった 94年度では 1，200ドルとなっており，

4年間の合計で農業者 1人当たり 26，000ドルがトランスファーされたことに

なる。これを州別にみると，ケベック州，アルパータ州，マニトノ吋卜|等ても総じ

て多く，オンタリオ州やサスカチュワン州で少なくなっている。

このように 4年間の累積保険収支は黒字ではあるものの，資金そのものの

流れは政府から農業者に向かっていたのである。

( 2 ) 経済的評価

カナダ連邦政府は， GRIP導入のメリットとして，

① 既存の所得保証制度と比べて， GRIPは，支持を必要とする農業者個人へ直

接援助するものであり，より効率的な方法であること

② GRIPにおける支持は，長期的な市場のトレンドに基づくものであり，農業

者が受ける短期的な市場変動の影響を軽減し，市場のトレンドに即した健全

な意思決定を促進すること

③ GRIPによる支持は，作付け前に予測可能であり，信用を供与されるに当

たっての有用な情報が提供されること

等を掲げている(1)。いわば， GRIPは，効率的な制度であって，農業者にも政

府にもメリットのある制度という語い文句で創設されたわけである。

ここでは， Gray (9 Jがサスカチュワン州に関して行った評価を参考とし

て， GRIPの各方式ごとの効率性，農業者の受容度および政府のコストについ

て，定性的に検討してみよう。
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1) 効率性

効率性の評価とは， GRIPが資源配分上の査曲効果を生じさせていないか，い

いかえると，経済的な非効率性を生じさせていないかを評価することである。

経済的な非効率性を生み出すものとして，逆選択，モラル・ハザード，過剰

投入があげられる。

ア逆選択

逆選択は，通常の損害保険の用語としては， I保険契約者が保険事故発生の可

能性が高い危険のみを選んで付保すること」を意味する。もちろん， GRIPに関

しても通常の意味での逆選択が起こる可能性もあるが，第 3表に示したとおり

加入率がかなりの高水準に達していることから，この意味での逆選択は起こっ

ていないものと判断される。

ここでは， GRIPに関して， I農業者が， GRIPに加入することによって，最

も市場価格が高く収益が高い作物よりも，最も支持水準が高い作物を選択して

栽培するようになること」が逆選択であると定義することとしよう。支持水準

が高い作物は，収入保険金が支払われる可能性が高い。したがって，支持水準

第 3表 GRIPの経済的評価

基 本 方 式 ケベツク方式 オンタリオ方式 サスカチュワン方式

1効率性

①逆選択 × × × O 
②モラル × O O O 

-ハザード

③過剰投入 × × × × 

2農業者の受容度

①保証水準 平年の 70~90% 平年の 85~90% 平年の 56~64% 平年の 35~70%
(72) 

②最低収入額の O O O × 

予見性

③制度の簡明さ O O O × 

3政府のコスト

①保険料負担・ × × ム O 
保険金支払い

②損害評価等 × × ム O 

注.0は，当該方式おいて優れていること.xは劣っていること，ムはその中聞を示す.
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が高い作物を選択することは，保険事故発生の可能性が高い危険を選んで付保

することと同様に考えることができる。

基本方式，ケベック方式およびオンタリオ方式のいずれについても，収入保

険金の支払いが作物ごとであり，各作物の支持価格には過去 15年間平均の

IMAPが用いられている。長期的な市場トレンドに配慮するため 15年平均を

採用するという政策意図があるにせよ，支持価格の水準は現行の市場価格の動

向を十分には反映しない。たとえば， 1993年の OECDの報告書(l1Jによれ

ば， 92年の段階で，小麦の IMAPは少なくとも 96年までは予想される市場価

格を大幅に上回るとされている。そのような価格予想の下では，農業者は

IMAPが最も高い作物，あるいは IMAPと市場価格が最も議離している作物

を選択するという行動をとる可能性が高くなる。実際のところ， 1994年の FAO

の報告書(5 Jでは，小麦について，予想される市場価格に比べて IMAPの水

準が相当に高いため，飼料作物からの生産のシフトが生じたと報告されている。

また， Gray (9 Jによれば，マニトパ州では，レンズ豆への生産シフトを防ぐ

ため，レンズ豆の IMAPを引き下げざるを得なくなったとされている。

これらの三つの方式に対して，サスカチュワン方式では，同じ危険地域内に

おいては栽培される作物に関係なく単位面積当たり同じ額の収入保険金が支払

われることから， IMAPとは関係なく市場価格が高く儲かる作物を選択すると

いうインセンティプが働き，逆選択の問題は回避されると考えられる。

イ モラルハザード

モラルハザードは， rGRIPへの加入によって保険事故発生に対する予防措

置，たとえば肥料や農薬，管理労働の投入を怠るような保険契約者の心理作用

に関連した危険」と定義される。

基本方式では，たとえ収量がゼロであっても， IMAPの70%の水準の価格で

平年並みの収量である基準収量に相当する収入の保証が得られる。また，計算

例 1-2で示したとおり，低収量のときには，たとえ高価格で目標収入を上回る

販売収入があっても，作物保険金は相殺されることなく支払われる。これに対

して，高収量のときには収入保険金が相殺によって減額される(計算例 1-3の
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ようにゼ、ロとなる場合もある)ため，市場価格の低迷が予想される場合や自然

災害による被害からの回復のために追加投資が必要な場合に，肥料や農薬，管

理労働等の資源を追加投入してまで平年以上の収量をあげようというインセン

ティプが働かず，モラルハザードの問題が現われやすくなる。

ケベツク方式の場合は，各作物ごとに区域の平均収量に基づき当該区域の農

業者について同じ額の収入保険金が支払われることから，個人の収量が多いほ

ど多額の収入をあげることができる。このため，モラルハザードの問題は生じ

にくい。

オンタリオ方式では，作物保険部分と収入保護部分が分離されており，高収

量であっても収入保険金が相殺されず，この場合も個人の収量が多いほど収入

も多くなるから，モラルハザードの問題は生じにくい。

サスカチュワン方式は，ケベック方式と同様に当該地域では単位面積当たり

同じ額の収入保険金が支払われること，さらに，オンタリオ方式と同様に高収

量であっても収入保険金が相殺されないことから，四つの方式の中では最もモ

ラルハザードの問題が生じにくいと考えられる。

なお，基本方式の場合でも，マニトノf州等で行われているような SMAを導入

し，収量を高める努力を行う農業者に対して基準収量を引き上げ，より高い保

証を提供することにより，モラルハザード発生の可能性を低めることができよ

ワ。

ウ過剰投入

過剰投入とは， GRIPの下で，特定の作物に集中的に資源が投入され，過剰生

産が生じることである。

四つの方式のいずれもが，対象作物を限定した産品特定的な制度であり，か

っ，作付面積と保険金支払額がリンクした制度であるから， GRIPが存在しない

場合と比較して，制度対象作物へ作付けが集中するものと考えられる。特に，

生産調整に伴う転換先の作物が制度の対象となっておらず，需給実勢からみて

生産調整が必要な作物について，過剰生産による低価格が予想され通常生産を

縮小すべき場面となっても， GRIPによる保証が得られることから生産水準が
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維持され，結果として過剰生産をまねく可能性が高い。

また，作物保険部分と収入保護部分が分離されているオンタリオ方式および

サスカチュワン方式においては，イのモラルハザードとちょうど対称的な問題

が生じうる。すなわち，高収量による収入増は相殺されことなし低価格につ

いて収入保護部分による保証が提供されることから，とにかく高収量を目指す

という行動が選択される可能性がある。

2 ) 農業者の受容度

GRIPがいかに理論的にすぐれた制度であったとしても，農業者が加入しな

ければ，絵に描いた餅にすぎない。農業者が GRIPは魅力的な制度で是非加入

したいと感じるかどうかは，保証される収入の水準，最低収入額の予見性，制

度の簡明さ等により判断されよう。

ア保証収入の水準

農業者としては，保証される収入の水準が高い制度を望む。もちろん，高い

水準の保証は保険設計の健全性との兼ね合いでそれに応じた保険料負担が伴う

ことになるが，農業者の保険料負担割合は保険料総額の 3分の lであるから，

トータルでみると保証の水準が高い方が政府から農業者へのトランスファーが

大きくなる。

IMAPx基準収量を平年収入とし，それぞれの方式によって平年収入の何%

に相当する収入が最低限保証されるのか試算してみよう (2)。

平年収入を 100とすると，まず， PQ一体保証型では，保証水準の違いによ

り，基本方式では，アルパータ州，マニトノマ州およびプリティッシュ・コロン

ビア州において平年の 70，沿海部3州において平年の 80または 90となれケ

ベック方式では平年の 85または 90となる。一方， p.Q分離保証型では，作物

保険収量てん補水準の違いにより，オンタリオ方式では 56~72，サスカチュワ

ン方式では 35~70 となる。ただし，オンタリオ方式における平年の 72 という

水準は，ごく一部の大豆に 90%の作物保険収量てん補水準が適用されているこ

とによるもので，一般的な作物保険収量てん補水準の 80%を用いると平年の

64となる。また，サスカチュワン方式においては，収量が低い場合には平年の
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70という水準は確保できない。

これらのことから，保証される収入の水準は，あくまで保証水準や作物保険

収量てん補水準等の決め方に依存するが，これまで実施されてきている方式に

ついてみる限りにおいては，基本方式やケベツク方式が，オンタリオ方式やサ

スカチュワン方式よりも高い保証を提供しているといえよう (3)。

繰り返しになるが， p.Q分離保証型は， PQ一体保証型と比べて，高収量の

ときには多くの保険金を受け取ることができるものの，逆に低収量のときには

保険金の受取額が少なくなるのである。

イ 収入保証額の予見性

GRIPのメリットのーっとしてあげられていたように，基本方式，ケベツク方

式およびオンタリオ方式では，作付け前に，その年の最低収入額を確定的に計

算できる(4 )。

しかし，サスカチュワン方式では，作物構成が当該地域のものと異なる農業

者にとって，作付け前に最低収入額を確定することはできない (5)。たとえば，

小麦の生産が支配的な地域でなたねを作っている農業者は，なたねの価格がど

んなに低くても，小麦の高価格によりパスケット市場価格がパスケット IMAP

の70%の水準を上回ることになれば，収入保険金はもらえない。

ウ制度の簡明さ

基本方式，ケベック方式については，第 2~ 1図や第3図を用いて， GRIPが

PQをどのように保証する制度であるということを比較的わかりやすく説明す

ることができる。しかしながら，より具体的な価格と収量の相殺に関して，高

価格の場合(第 2~ 2図)には相殺されず販売収入が目標収入を上回っても作物

保険金が支払われるが，高収量の場合(第 2~3 図)には低価格による収入滅が

相殺され収入保険金が減額ないしはゼロとなるという点は一般にはわかりにく

いように思われる。

オンタリオ方式は，作物保険部分と収入保護部分が分離されており，それぞ

れの発動要件に従って保険金が支払われるので，価格と収量の相殺が問題には

ならず，低収量のときは作物保険金が，低価格のときには収入保険金が支払わ
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れると単純に理解できるo

これらに比べると，サスカチュワン方式では，計算例 4-1から計算例 4-3

に示すように収入保険金の額の算定方法がわかりにくい。さらに，収入保険金

の計算には原則として当該地域のすべての農業者に関するデータが必要であり，

農業者個人が自分の作物に関して有するデータからは，作付げ前はもとより収

穫後も収入保険金の額を算定することができず，収入保険金の計算は全面的に

GRIPを運営する州政府にゆだねざるを得ない。

3 ) 政府のコスト

仮に経済的にみて効率的であり，生産者に受げ入れられやすい制度であった

としても，運営主体である政府が負担するコストがあまりに大きければ，政策

として実現可能なものとはいえない。政府のコストは，予算上のコストと運営

上のコストの二つに分けられる。

ア予算上のコスト

生産者の受容度のところで検討した保証収入の水準の高さが，保険料負担を

通じて，政府の予算上のコストに影響してくる。連邦政府と州政府が負担する

保険料の割合はあわせて総保険料の 3分の 2であり，生産者が受け入れやすい

方式ほど政府の保険料負担は増加する。

また，逆選択によって支持水準が高い作物に作付けが集中すること，モラル

ノ、ザードの発生によって収量が低水準にとどまること，さらには過剰生産に

よって価格が低迷すること等の経済的な非効率性が生ずることにより，保険金

の支払額が増加する。保険設計上，保険収支が均衡するように保険料が算定さ

れるから，これらの保険金の支払額の増加は保険料の引上げをもたらすことに

なる。

このようなことから判断すると，基本方式では，支持水準が高く，逆選択，

モラルハザード等の問題が生じやすいことから，予算上のコストが大きくなる

であろう。一方，サスカチュワン方式では，支持水準は相対的に低く，逆選択，

モラルハザード等の問題が生じにくい上に，バスケットアプローチの採用によ

り作物間で価格が相殺され支持コストが低下することから，予算上のコストが
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最も小さくなるものと考えられる。

なお，高収入保証に伴う保険料負担と，経済効率性が損なわれることに伴う

保険料負担のいずれがより大きな予算コストを生じさせるかを明らかにするた

めには，別途定量分析が必要である。

イ運営上のコスト

モラルハザードが生じる場合の損害の評価に当たっては，モラルハザードに

起因した収入減に係る分を全体収入の減少額から差しヲ|くという分割評価を行

う必要がある。そのためには，現地調査により農業者の営農活動の状況等を詳

細に調査する必要があるが，これには多くの時間と人員上のコストを要する。

また，収量データを地域ベースとする方式では，地域統計データを活用して

収入の減少額を把握することになるが，個人ベースの収量データに基づく方式

では，個人ごとの収量を現地調査等によりチェックしなければならない。

したがって，運営上のコストは，基本方式で最も大きく，サスカチュワン方

式では最も小さくなることが予想される。

以上の評価の結果をまとめたものが，前掲の第3表である。

(3 ) カナダ圏内の評価

農家所得保護法の規定に基づき， 1995年度中に GRIPの見直しが行われるこ

ととなっているo

既に述べたように，サスカチュワン州では 95年度から GRIPを廃止してい

る。在外公館からの情報等によれば(6)，96年度にはプリティッシュ・コロンビ

ア州では廃止される可能性があり，マニトパ州，アルパータ州，沿海部の 3州

でも今後廃止を予定しているようである。一方，オンタリオ州およびケベツク

州では，州レベルの制度として GRIPを残す方向であるといわれている。

このように，多くの州で GRIPが廃止されようとしているが，連邦政府関係

者からはその理由として次の点が指摘されている。

まず，第 1に，開始時には高かった支持価格の水準が，近年の価格動向を反

映して低下しており， GRIPが農業者が求めるような保証水準を提供できなく
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なってきていることがあげられる。これは，支持価格である IMAPの算定に当

たり，過去の高水準だ、った時期の算定要素が落ち，その代わりに近年の低価格

が算定要素として用いられてきていることによる。

第 2に，このような保証水準の低下にもかかわらず，多くの州では， GRIPの

財政負担が大きいと感じていることである。 GRIPに関する連邦および州政府

の支出は，保険料負担，運営経費負担，保険金支払いの三つの要素からなる。

前二者についての支出額は予算ベースでほぽ確定的であるが，保険金の額は必

ずしも事後的にしか明らかにならず，かっその額が相当に多額なものとなる可

能性を免れることはできない。このような財政支出の不確実性は政府にとって

非常な負担となる。

第 3として，所得保証政策のもう一つの柱である NISAの勘定が積み上がっ

てきており，仮に GRIPを廃止しても NISAによる対応により農業者の所得保

証を図ることができるというメドが立ってきたことがあげられる。

第 4としては， GRIPは，産品特定性や発動基準の面から，ウルグアイ・ラウ

ンド農業合意で示された「緑」の政策としての収入保険の基準を満たしていな

いと考えられていることである。これに対して， NISAは，市場への歪曲効果が

小さい上に，財政支出も確定的であり，政策オプションとしては NISAの方が

選好されている。

今後，カナダにおげる所得保証政策として，作物保険， NISAおよび付帯制度

(Companion Programmes)の3本柱からなる全農家所得安定制度川市ole

Farm Income Stabilization Program)の創設が企図されているo 同制度は，

農業所得の低下分を補てんする NISA(全作目を対象とする等現行制度を拡充)

と収量の減少時に保険金を支払う作物保険を全国共通の制度として実施する一

方， NISAおよび作物保険では対応できない各州ごとの特殊な事情に対応する

ため州独自で実施する付帯制度の導入を認めるものである。現在までのところ，

全農家所得安定制度の創設について，連邦政府と各州政府との協議は了してい

ない。全農家所得安定制度への移行により，連邦政府レベルでの財政支出が大

きく削減されることが期待されている。
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注(1) Agriculture and Agri-Food Canadaの 1991年 1月II日付け newsrelea記による。

(2) 作物保険の保証価格は，保証水準 (CoverageLeveO x IMAP以下であると仮定す

る。

(3) 価格や収量の相殺との関係があり，この保証収入の水準の高低は，総収入二販売収

入+収入保険金+作物保険金の高低に直接には結びつかない。

(4) 保険金支払いの基準となる市場価格はすべての農業者の販売価格の平均であるから，

販売価格がこれよりも低い農業者の収入額は，計算上の最低収入額を下回る可能性は

ある o

(5) 作物保険部分については，個人のデータに基づく作物ごとの支払いであるから，契

約した作物保険保証価格を用いて，保険金の額を算定することができる。

(6) 以下の記述は，主にカナダ大使館，農林水産省経済局，附全国農業共済協会等から

の情報に基づいている。

5. GRIPの教訓 収入保険制度検討の素材として一一一

(1) 収入保険制度設計の技術的問題点と GRIPの対応

従来から，収入保険制度を仕組むとした場合に解決しなければならない保険

技術的な問題として，主に二つの点が指摘されている。一つは保険制度設計の

基本である適正な保険料率が算定できるかどうかであり，もう一つは農業者の

収入を正確に捕捉できるかどうかである。カナダの GRIPは，この二つの問題

にどのように対処したのであろうか。

1) 保険料率の算定

収入保険の保険料率の算定に当たっては，収量のみならず，価格の要素を考

慮する必要がある。価格の変動は，農業者の間で独立には分布しておらず全国

同時的に発生する現象であること，また，自然災害による収量変動のような確

率的な予測がむずかしいこと等から，価格の要素を組み入れて適正な保険料率

を算定することは困難であるとされてきた。

GRIPでは，カナダで採用されているオールリスク作物保険の保険料率の算

定方法を拡張させて，これに市場価格に対する支持価格の比率(支持価格÷市

場価格)という価格要素を代表する変数を取り込むこと等によって.GRIP全体
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の保険料率が算定される。その場合，長期的な料率と短期的な料率をそれぞれ

求め，それらを組み合わせることにより，価格のもつ周期性と変動性の調整を

行っている。そして，そうして得られた GRIP全体の保険料率から作物保険部

分の保険料率を差し引くことにより，収入保護部分の保険料率が求められてい

るo

それでは，各州で算定された GRIPの保険料率が，保険数理上健全なもの

(actuarially sound)となっているのであろうか。第4表により各州における保

険収支率の推移をみてみよう。第 2表のところでも述べたとおり，カナダ全体

でみて， 91年度から 94年度までの累積保険収支率では 100%よりも小さくなっ

ているが，多くの州では 100%を超えている。ただし，これらの累積収支率が

100%を超えている州についてみても，赤字の原因は IMAPが高水準であるこ

とに起因する 91年度および 92年度の過払いであり， 94年度単年度でみると，

サスカチュワン州で 9%，オンタリオ州でも 47.3%となる等すべての州で

100%を下回っている。今後とも IMAPが低下する中で堅調な市場価格動向が

続くと見込まれることから，各州、|の保険収支率はさらに改善することが予想さ

れる。この点だけからみると，保険料率は保険設計上適正に算定されており，

保険収支は健全であるかのようにみえる。

第4表各州、|の保険収支率の推移
(単位:%)

州、| 名 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 累 積

プリティッシュ・コロンピア 119.9 132.0 58.1 55.9 94.6 

アルパータ 133.9 139.1 80.7 65.4 108.5 

サスカチュワン 114.2 74.3 22.0 9.0 67.4 

マニトパ 144.9 84.0 172.7 70.4 117.9 

オンタリオ 159.3 104.3 12目9 47.3 82.3 

ケベック 125.3 153.0 105.4 85.4 116.7 

ニュー・プランズウィック 165.8 112.1 152.4 92.3 127.5 

ノノf・スコシア 143.8 76.7 85.1 94.9 100.9 

プリンス・エドワード・アイアンド 153.0 91.4 128.9 84.3 112.8 

カナダ合計 128.3 103.0 66.5 46.9 91.3 

資料:第 2表と同じ.
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他方，算定された保険料率が必ずしも適正なのではなしむしろこの 4年間

の市場価格動向に大きな変化がなく収入の低下という本来の要件に従った収入

保険の発動がなかったからこそ，現在の保険収支の状況が達成されたともいえ

よう。ある作物の価格の低下は，単年度限りの現象であったとしても，当該作

物を栽培するほとんどすべての農業者に対する保険金の支払いを通じて，保険

収支を大きく悪化させる。したがって，わずか 4年間の実績の数字だけで保険

料率が適正であるかどうかは判断できないという考え方もあるo

しかしながら，ある年に保険金の支払いが集中することは，いわば価格を対

象とする保険の宿命であるo 保険を提供する保険者側は，地域的な危険分散を

図ることはできず，時間的に危険分散を行うしかないのである。 GRIPでは，制

度的に毎年度保険料率が改定されることとなっており，事後的な対応により保

険収支を健全な方向に持っていくことは可能であろう。

また，時間的な危険分散を図るためには，農業者が継続的に保険に加入する

よう措置される必要がある。さもなければ，保険金を受け取った次の年には多

くの農業者が制度から脱退するおそれがあるからである。GRIPでは，脱退に必

要な通知期間を 3年とし一度加入した農業者は最低3年間は加入を継続するよ

う措置されているし，脱退した者が再加入する場合にはペナルティが適用され

る等この点に関する配慮、がなされている。

2) 農業者の収入の捕捉

次に，農業者の収入の捕捉の問題に移ろう。個々の農業者の収入を正確に捕

捉できなければ，損害に見合った保険金の額も正確に算定できないし，被保険

利益を超える保証が提供されるという超過保険の問題も生じかねない。また，

正確な損害額が把握できなければ，適正な保険料率を算定することもできない。

このため，仮に収入保険に関する保険料率を理論的に算定することができたと

しても，個別の農業者の収入の正確な捕捉が困難であることを理由に，収入保

険制度の実現性には疑問符が付されてきた。

GRIPにおいては，各農業者の目標収入や販売収入等の算定には，収量はケ

ベツク方式を除き農業者個人の基準収量である LTIYをベースに考慮される
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ものの，価格は支持価格にしても市場価格しでも地域または州ベースの平均価

格が用いられている。したがって，収入の捕捉に当たっては，収量については

従来の作物保険の方法を踏襲した個別農業者の農場レベルでの所定の確認が行

われるが，価格については市場から入手されるデータやマクロ的な統計データ

が用いられる。収入 PQのうち，価格Pが平均概念であるから，農業者の収入

を近似値として把握し，それに対して近似的に収入保証が行われていることに

なる。実務上の問題はもとよりモラルハザードや保険金請求に関する不正等を

より少ないものとするためには，平均的に農業者の収入を捕捉する方法を採ら

ざるを得なかったのである。すなわち，個々の農業者の販売価格および販売数

量に基づいて収入保険が仕組まれるならば，営農活動や販売努力を意識的にコ

ントロールしたり，価格や収量を偽ろうとする誘惑が忍び寄ることになる。モ

ラルハザードや保険金請求の不正は保険制度の設計可能性にかかわる問題であ

るのに対して，超過保険は制度実施上の問題であり，平均的な収入の捕捉とい

う方法を採用したのは，前者の方がより大きな問題であるとの理解に立つもの

であると考えられる。

( 2 ) GRIPの問題点

このように，カナダのGRIPでは，二つの大きな保険技術上の問題に，正解

とまではいえないにせよ一応の解答を与えつつ仕組まれている。それでは，

GRIPにはどのような問題があったのだろうか。先に分析した経済的評価の結

果を踏まえつつ，ここでは制度設計上と制度実施上の二つの問題を指摘してお

きたい。

制度設計上の問題としては， GRIPが基本的には作物別のアプローチを採用

したことがあげられる。制度上，農業者はその栽培する作物のうち GRIP対象

作物はすべて加入しなければならないとされているものの，保険料支払いおよ

び保険金受取りの単位はあくまで各作物ごとである。これにより，対象作物の

中でより支持水準が高いものへシフトするという逆選択の問題が生ずるととも

に，作物聞の収入の相殺が行われないことから，合理的な収入保険とはならな
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かったのである。また，ガット上の「緑jの政策に該当しないとの批判を甘受

せざるをえなくなった。

もちろん，作物ごとに仕組まれている作物保険と連携させつつ短期間のうち

に制度を発足させなければならなかったという緊急性や保険料率算定上の困難

性から，作物ノfスケットアプローチあるいは農家単位アプローチをとり得な

かったという事情は理解できる。しかしながら， 92年度から作物バスケットア

プローチへ移行したサスカチュワン州の保険収支の状況をみるにつけて，制度

の導入を急ぎすぎたとの感はぬぐえない。

制度実施上の問題としては，保証の基準となる支持価格の水準の決定方法が

あげられる。市場価格が低位にある局面にもかかわらず，支持価格を過去の高

価格の時期の価格を含むよう 15年平均の IMAPとしたことから，農業収入の

変動の安定化というよりも，過去の高水準の収入と現在の収入の差額を補てん

する不足払い制度という意味合いが強くなった。農業者が受け入れ易いように

従来の所得保証措置とのバランスをとる必要があったとしても， 91年度および

92年度の保険収支の赤字については， IMAPの水準と市場価格の関係から事前

に容易に推測できたものと考えられ，このような保険事故を自ら生じさせるよ

うな制度運営は当然望ましいものではない。

これらのこつの問題を考え合わせたとき，GRIPは，あたかも作物ごとに価格

支持を与えるという従来の所得保証制度と大差ないかのような形で運営・実施

されたように思われるo

6.おわりに

価格政策が維持されている限りにおいては，価格Pが保証されているので，

収量Qさえ保証すれば，収入 PQは保証される。わが国においては，農業災害

補償制度の対象作目の多くが価格政策の対象となっており，現在のところ同制

度による収量保険(作物保険)が収入保険として機能している。しかしながら，

たとえば農作物共済においては，自主流通米の単位当たり保険金額(価格)は
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政府米価格をベースとしており，必ずしも農業者の収入を反映した保証が提供

されているとはいえない。価格政策がより市場指向的となるにつれて，災害対

策の枠組みの中で価格を外生的に取り扱っている農業災害補償制度に収入保証

の機能までを期待することはできない。この意味において，収入保険制度は農

業災害補償制度の単なる拡張によるのではなく，新たな政策体系を構築する中

でデザインされるべきなのである。

保険制度の長所として第 1にあげられるのは，価格政策では生産者は負担せ

ずもっぱら消費者負担あるいは財政負担でまかなわれるのに対して，保険では

保険料補助率の水準にもよるが，制度に参加する生産者も当然に負担を行うこ

とである。このため，極端に高い保証(収量，価格)を求めないという節度が

期待される。また，保険設計の原則は，客観性，合理性，透明性等に基づくこ

とであり，農業保護の手法としても，価格政策よりも納得されるスキームとな

りやすい。さらに，各国が価格支持政策から市場指向型の直接支払いへと政策

手法をシフトさせている中で，わが国は直接支払いを含め市場指向型に分類さ

れる政策への移行が相当に立ち遅れている状況にある。この点からも，現在よ

りもより市場指向的な保険的手法を用いた政策の検討が必要となっていると考

えられる。

最後に， GRIPの教訓を踏まえつつ，農業収入保険制度をわが国において導入

することを検討する場合の素材として，多少の私見を述べて結びに代えること

としたい。

第 1に，制度設計に当たっては，作物パスケットアプローチ，より進んで対

象作物の限定を設けない農家単位アプローチの採用を検討すべきであろう。も

ちろん，作物ノfスケットアプローチや農家単位アプローチは，作物聞の収入の

相殺，作物構成の差異や変化等を考慮する必要があることから，保険料率の算

定が非常にむずかしいという問題はある。しかしながら，これらのアプローチ

によれば，たとえば，ある農家について過去数年間の収入の00%という収入

保証の水準を設定することにより，作物ごとの生産水準とはデカップルさせた

形で，市場歪曲性の小さい所得保証政策を仕組むことができるのではないであ
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ろうか。作物パスケットあるいは農家単位で収入保証を行うことにより，個々

の作物の価格水準云々という面倒な問題からも解放される。

第 2に，収入保険制度の対象についてである。保険の手法は，価格政策とは

異なり，契約が個人ベースであるから対象の限定は容易である。この利点を生

かし，認定農業者や中山間地域の農業者に対象を限定して，作物パスケットア

プローチや農家単位アプローチにより一定水準の収入保証を提供するという手

法も考えられる。これらの対象が限定された保険集団の中で危険分散ができる

かどうかは大いに疑問であろう。保険というよりはむしろ一種のデカップリン

グ政策としてとらえるべきかもしれないが，このような仕組み方をすれば，農

業者も保険料との関係でコスト意識が強く働いてこようし，作物なり営農に特

段の制限が加わらないことから，創意工夫を生かした生産活動を助長させるこ

とができょう o

いずれにしても，これまでの価格政策の下で，収量と価格の関係に関するデー

タや市場動向・構造に関する情報はもとより個々の農業収入に関するデータ等

の蓄積が十分ではない。収入保険制度を検討する前提として，所要のデータ等

の整備と保険料率設計のための理論モデルの構築が優先される必要があろう。
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